
【公共事業関係費】

【河川事業】

（直轄事業等）

北海道 網走川直轄河川改修事業 86 4.0 継続

北海道 鵡川直轄河川改修事業 164 2.7 継続

北海道 常呂川直轄河川改修事業 374 2.5 継続

宮城県 鳴瀬川直轄河川改修事業 1,157 6.6 継続

茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

利根川・江戸川直轄河川改修事業 8,191 15.6 継続

茨城県 利根川・江戸川直轄河川改修事業（稲戸井調節池） 567 1.3 継続

群馬県
栃木県

渡良瀬川直轄河川改修事業 385 9.2 継続

埼玉県 荒川直轄河川改修事業（荒川第二・三調節池） 1,670 14.2 継続

東京都
神奈川県

多摩川直轄河川改修事業 1,869 19.8 継続

神奈川県 相模川直轄河川改修事業 186 2.5 継続

新潟県 関川直轄河川改修事業 537 6.2 継続

富山県 神通川直轄河川改修事業 390 33.3 継続

石川県 手取川直轄河川改修事業 96 62.5 継続

静岡県 安倍川直轄河川改修事業 247 18.6 継続

静岡県 大井川直轄河川改修事業 152 15.4 継続

愛知県 豊川直轄河川改修事業 339 8.5 継続

岐阜県
愛知県

庄内川直轄河川改修事業 1,554 52.8 継続

愛知県 庄内川特定構造物改築事業（ＪＲ新幹線庄内川橋梁） 684 21.3 継続

・事業評価対象の直轄事業等（直轄事業および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業を除く。））を対象としたものである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実施環境等を含めて総合的
に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載している。

 ■令和５年度に向けた再評価について（直轄事業等）

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考
都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)



三重県 雲出川直轄河川改修事業 304 23.7 継続

福井県 北川直轄河川改修事業 65 14.1 継続

和歌山県
奈良県

紀の川直轄河川改修事業 685 3.9 継続

兵庫県 加古川直轄河川改修事業 695 36.8 継続

兵庫県 揖保川直轄河川改修事業 451 3.2 継続

福井県 九頭竜川直轄河川改修事業 508 7.0 継続

滋賀県 野洲川直轄河川改修事業 28 3.4 継続

大阪府 淀川特定構造物改築事業（阪神なんば線淀川橋梁） 500 2.0 継続

三重県 木津川上流直轄河川改修事業（上野遊水地） 717 2.9 継続

兵庫県 円山川直轄河川改修事業 589 1.6 継続

大阪府
奈良県

大和川直轄河川改修事業 1,458 22.9 継続

岡山県 高梁川直轄河川改修事業 668 23.1 継続

鳥取県 千代川直轄河川改修事業 153 7.1 継続

島根県 高津川直轄河川改修事業 100 1.8 継続

岡山県 吉井川直轄河川改修事業 229 8.9 継続

山口県 佐波川直轄河川改修事業 183 13.6 継続

岡山県 高梁川直轄河川改修事業（小田川合流点付替え） 474 6.6 継続

徳島県 吉野川直轄河川改修事業 1,851 2.2 継続

高知県 四万十川直轄河川改修事業 480 5.4 継続

大分県 大分川直轄河川改修事業 224 11.7 継続

大分県 番匠川直轄河川改修事業 156 2.3 継続

熊本県 球磨川直轄河川改修事業 1,566 5.6 継続

熊本県 緑川直轄河川改修事業 716 11.2 継続

熊本県 菊池川直轄河川改修事業 395 7.5 継続

佐賀県
福岡県
大分県

筑後川直轄河川改修事業 808 20.7 継続

佐賀県 松浦川直轄河川改修事業 226 7.4 継続

北海道 石狩川総合水系環境整備事業 299 3.2 継続



北海道 沙流川総合水系環境整備事業 11 14.5 継続

宮城県
岩手県

北上川総合水系環境整備事業 115 3.2 継続

秋田県 雄物川総合水系環境整備事業 34 8.2 継続

茨城県 那珂川総合水系環境整備事業 25 2.7 継続

埼玉県
東京都

荒川総合水系環境整備事業 185 13.5 継続

新潟県
長野県

信濃川総合水系環境整備事業 55 10.8 継続

岐阜県 庄内川総合水系環境整備事業 9.5 3.9 継続

京都府
大阪府
滋賀県
兵庫県
奈良県
三重県

淀川総合水系環境整備事業 429 8.4 継続

兵庫県 加古川総合水系環境整備事業 27 10.2 継続

和歌山県 紀の川総合水系環境整備事業 96 3.0 継続

鳥取県 千代川総合水系環境整備事業 4.7 4.6 継続

鳥取県
島根県

斐伊川総合水系環境整備事業 220 1.7 継続

岡山県 高梁川総合水系環境整備事業 4.9 11.9 継続

広島県 太田川総合水系環境整備事業 6.7 12.5 継続

広島県 芦田川総合水系環境整備事業 9.6 4.1 継続

広島県
山口県

小瀬川総合水系環境整備事業 14 1.7 継続

山口県 佐波川総合水系環境整備事業 6.5 5.0 継続

佐賀県 松浦川総合水系環境整備事業 17 2.4 継続

鹿児島県 肝属川総合水系環境整備事業 7.6 4.0 継続



【砂防事業】

（直轄砂防事業）

北海道 石狩川上流直轄火山砂防事業（石狩川上流域） 176 1.4 継続

北海道 石狩川上流直轄火山砂防事業（十勝岳） 697 1.6 継続

北海道 豊平川直轄砂防事業 419 9.3 継続

福島県
山形県

阿武隈川水系直轄砂防事業 380 4.0 継続

岩手県
秋田県

八幡平山系直轄砂防事業 498 2.5 継続

栃木県 利根川水系直轄砂防事業（鬼怒川） 1,019 1.7 継続

栃木県
群馬県

利根川水系直轄砂防事業（渡良瀬川） 472 2.2 継続

山形県
新潟県

飯豊山系直轄砂防事業 523 3.1 継続

富山県 常願寺川水系直轄砂防事業 854 5.7 継続

岐阜県 庄内川水系直轄砂防事業 214 10.2 継続

静岡県
山梨県

富士山直轄砂防事業 887 6.5 継続

鳥取県 大山山系直轄火山砂防事業（天神川） 179 3.2 継続

鳥取県 大山山系直轄火山砂防事業（日野川） 244 2.7 継続

熊本県 球磨川水系（川辺川）直轄砂防事業 185 3.0 継続

熊本県 阿蘇山直轄砂防事業 256 5.3 継続

宮﨑県 大淀川水系直轄砂防事業 631 1.2 継続

 （直轄地すべり対策事業）

徳島県 善徳地区直轄地すべり対策事業 414 1.9 継続

高知県 怒田・八畝地区直轄地すべり対策事業 322 2.6 継続

備考
都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考
都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)



【海岸事業】

（直轄事業等）

北海道 胆振海岸直轄海岸保全施設整備事業 654 14.3 継続

新潟県 新潟海岸直轄海岸保全施設整備事業 422 6.1 継続

静岡県 富士海岸直轄海岸保全施設整備事業 1,112 6.1 継続

兵庫県 東播海岸直轄海岸保全施設整備事業 234 1.4 継続

鳥取県 皆生海岸直轄海岸保全施設整備事業 272 5.0 継続

宮﨑県 宮崎海岸直轄海岸保全施設整備事業 230 12.7 継続

対応方針 備考Ｂ／Ｃ
都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)



○政府予算の閣議決定時に、個別箇所で予算措置を公表する事業（令和４年８月に公表済み）の再掲

【ダム事業】

（直轄事業等）

富山県 利賀ダム建設事業 1640 1.2 継続

愛知県 設楽ダム建設事業 3200 1.6 継続

福井県 九頭竜川上流ダム再生事業 310 3 継続

岡山県 旭川中上流ダム再生事業 450 3.6 継続

愛媛県 山鳥坂ダム建設事業 1320 1.2 継続

徳島県 小見野々ダム再生事業 500 2.4 継続

佐賀県 城原川ダム建設事業 485 2.2 継続

熊本県 立野ダム建設事業 1270 1.8 継続

熊本県 川辺川ダム建設事業 4900 0.4 継続
今後、流水型ダムとして実施する事業にか
かるB/C＝1.9

高知県 早明浦ダム再生事業 400 3.5 継続

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考


